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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 
 

［財源名］ 

【用地事業支援課】 

 

国土調査費 

 

 

△54,514 

(227,438) 

 

国   △36,343 

 

㊀     △18,171 

 

 

 １ 地籍調査費補助金               △54,514 

［国、㊀］ 

   227,013 → 172,499 

      国の内示に伴う減額 

【交通戦略課】 

 

地域交通対策費 

 

 

△10,081 

（266,107） 

 

㊀     △10,081 

 

 

１ 地方バス等対策事業                           △10,081 

［㊀］ 

  地域における生活交通を維持し、移動手段を確保するため、 

バス・デマンドタクシーの運行に係る費用に対して補助を行う。 

 

(1)滋賀県バス運行対策費補助金            △7,278 

［㊀］ 

  61,397 → 54,119 

  補助対象事業費の減に伴う減額 

 

  (2)滋賀県コミュニティバス等運行対策費補助金     △2,803 

［㊀］ 

  204,637 → 201,834 

   補助対象事業費の減に伴う減額 

 

 

総合交通企画費 

 

457,582 

      (341,538) 

 

国   249,969 

 

繰    △1,835 

 

起    240,200 

 

㊀      △30,752 

 

 １ 近江鉄道線再構築事業             470,326 

［国、起、㊀］ 

  鉄道事業再構築実施計画に基づき、近江鉄道線の安全輸送を

確保するとともに、近江鉄道沿線地域公共交通計画を推進・評

価する。 

   

  (1)近江鉄道線輸送安全確保事業           470,326 

［国、起、㊀］ 

   0 → 470,326 

   国の内示に伴う増額 

 

    線路の重軌条化、木製枕木のPC枕木化、信号機LED化等 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 
 

［財源名］ 

    

 ２ バス生産性向上・運転士確保支援事業      △3,273 

［国、繰、㊀］ 

 県内バス交通の運行維持に必要な運転士を確保するため、生

産性の向上および労働環境の改善に取り組むバス事業者を支援

する。 

 

挑(1)広域バス生産性向上・運転士確保支援事業    △1,538 

［国、㊀］ 

  7,200 → 5,662 

    補助金の実績見込みによる減 

 

  (2)地域内バス生産性向上・運転士確保支援事業   △1,735 

［繰］ 

    3,000 → 1,265 

    補助金の実績見込みによる減 

 

３ タクシー利便性向上・生産性向上対策事業     △6,329 

      ［㊀］ 

配車アプリによる配車エリアの拡大とユニバーサルデザイン

対応（UD）車両の導入を支援し、利用者の利便性向上と、タク

シー事業者の生産性向上を図る。 

 

  18,287 → 11,958 

  補助金の実績見込みによる減 

 

挑４ 地域交通充実に向けた新たな移動手段等実証事業  △4,850 

［国、㊀］ 

国スポ・障スポの機会に、新たな移動手段である「ライドシ

ェア」の実証運行を行い、地域のニーズに合った移動手段の検

証につなげる。 

 

  24,000 → 19,150 

  委託料の実績見込みによる減 

 

５ Shiga Smart Access 2040s 自動運転チャレンジ事業  － 

［国、㊀］ 

 (1)Shiga Smart Access 2040s 自動運転チャレンジ実証運行 

事業費                      － 

［国、㊀］ 

    36,000 → 36,000 

    国庫補助金を獲得したことによる財源の更正 

 

   国 0 ㊀ 36,000 → 国 18,000 ㊀ 18,000 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 

 

［財源名］ 

【道路整備課 

 ・道路保全課】 

 

道路関係公共事業 

 

 

 

△9,469,601 

(45,584,224) 

 

国   △5,064,356 

 

分        2,718 

 

起   △5,895,200 

 

㊀   1,487,237 

 

 

 

１ 補助事業費                   △10,122,401 

［国、起、㊀］ 

35,891,843 → 25,769,442 

 

(1) 補助道路整備事業費                     △7,031,533 

［国、起、㊀］ 

       22,547,136 → 15,515,603 

    国の内示に伴う減額 

 

(2) 補助道路修繕事業費            △2,961,254 

［国、起、㊀］ 

12,852,630 → 9,891,376 

    国の内示に伴う減額 

 

(3) 補助雪寒対策事業費              △124,600 

［国、起、㊀］ 

483,077 → 358,477 

    国の内示に伴う減額 

 

２ 単独事業費                          652,800 

［分、起、㊀］ 

 

      9,692,381 → 10,345,181 

 

(1) 道路補修費                    652,800 

［起、㊀］ 

        7,269,610 → 7,922,410 

     国の内示および交通安全対策に伴う増額 
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                                                                                         単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 

 

［財源名］ 

 

都市計画関係公共事業 

 

 

△17,692 

(867,832) 

 

国       △8,850 

 

分       △3,242 

 

起     △19,500 

 

㊀        13,900 

 

 １ 補助事業費                    △17,692 

［国、分、起、㊀］ 

    867,832 → 850,140 

 

  (1) 補助都市計画街路事業費                     △17,692 

［国、分、起、㊀］ 

       867,832 → 850,140 

       国の内示に伴う減額 

     

 

道路交通調査費 

 

 

△6,317 

（30,400） 

 

国      △2,000 

 

㊀      △4,317 

 

 

 １ 高規格道路調査費                 △6,317 

［国、㊀］ 

30,400 → 24,083 

   国の内示に伴う減額 

 

   名神名阪連絡道路の先行区間検討 

 

 

道路除雪費 

 

 

 

 

 

1,296,477 

     (863,946) 

 

㊀   1,296,477 

 

 １ 車道・歩道の除雪費                 1,296,477 

    ［㊀］ 

863,946 → 2,160,423 

   除雪作業への対応による増額 

 

   除雪・凍結防止剤散布作業委託等 

 

 

国直轄道路事業費負担金 

 

 

 

 

 

  △498,109 

(10,000,000) 

 

起  △1,214,200 

 

㊀      716,091 

 

１ 国直轄道路事業費負担金               △498,109 

［起、㊀］ 

 

10,000,000 → 9,501,891 

   国の通知に伴う減額 

 

   改築系事業、交通安全対策事業 
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                                             単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 

 

［財源名］ 

【都市計画課】 

 

都市計画関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

    △45,362 

(708,752) 

 

国      △30,791 

 

起     △38,800 

 

㊀       24,229 

 

 

 １ 補助事業費                    △45,362 

［国、起、㊀］ 

   708,752 → 663,390 

  

  (1) 補助都市公園事業費                        △27,736 

［国、起、㊀］ 

        689,367 → 661,631 

        国の内示に伴う減額 

 

  (2) 市町都市計画事業調整推進費                △17,626 

［国］ 

        19,385 → 1,759 

        国の内示に伴う減額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

単独都市公園事業費 

 

  △30,969 

        (266,173) 

 

起      △81,500 

 

㊀        50,531 

 

 

１  単独都市公園事業費                         △30,969 

［起、㊀］ 

266,173 → 235,204 

    金亀公園における事業実績に応じた減額 
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                                                 単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 

 

［財源名］ 

【住宅課】 

 

県営住宅管理費 

 

 

 

 

 

      △124,431 

        (641,090) 

 

国   △49,855 

 

使   △24,619 

 

諸       8 

 

起   △47,900 

 

㊀    △2,065 

 

 

 

 

 １ 県営住宅管理費                 △122,003 

［国、使、起、㊀］ 

   556,824 → 434,821 

  

  (1) 県営住宅施設改善工事           △113,220 

［国、使、起、㊀］ 

    235,727 → 122,507 

国の内示および入札執行残に伴う減 

 

 

 

 

 

 

人と環境にやさしい住宅

建設推進事業費 

 

△16,585 

(76,132) 

 

繰     △14,259 

 

㊀    △2,326 

 

１ ＣＯ２ネットゼロ住宅ストック形成事業費    △14,259 

［繰］ 

68,145 → 53,886 

 

  (1) しがＺＥＨ新築支援事業                △14,100 

［繰］ 

67,900 → 53,800 

       補助金の実績見込みによる減 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 

 

［財源名］ 

【流域政策局】 

 

河川関係公共事業 

 

 

 

 

 

 

392,478 

    (15,875,165) 

 

国      △53,262 

 

起     △304,600 

 

㊀       750,340 

 

 

１ 補助事業費                    △107,522 

［国、起、㊀］ 

     6,793,985 → 6,686,463 

 

    (1) 補助河川災害関連事業費            △100,000 

［国、起、㊀］ 

      100,000 → 0 

      本事業に該当する災害が発生しなかったことに伴う減額 

 

    (2) 補助河川障害防止対策事業費              △7,522 

［国、㊀］ 

      97,200   → 89,678 

      国の内示に伴う減額 

 

２ 単独事業費                      500,000 

［起、㊀］ 

     9,081,180 → 9,581,180 

 

    (1) みずべ・みらい再生事業費            500,000 

［起、㊀］ 

      4,182,580  → 4,682,580 

      琵琶湖の水位低下を契機とした、河口部の浚渫、草木伐

開、維持補修への緊急対応、および大雪対応に伴う増額 

 

 

 

 

港湾関係公共事業 

 

△40,000 

       (124,100) 

 

国      △13,000 

 

起      △32,800 

 

㊀         5,800 

 

１ 補助港湾改修事業費               △40,000 

［国、起、㊀］ 

     124,100 → 84,100 

   国の内示に伴う減額 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 

 

［財源名］ 

 

水源地域対策費 

 

△29,331 

(107,180) 

 

財         △313 

 

起    △4,100 

 

㊀   △24,918 

 

１ 水源地域対策費               △28,237 

［㊀］ 

 

（1）大戸川ダム水源地域整備計画事業交付金   △19,306 

［㊀］ 

19,306 → 0 

市事業について、国の枠組みにより対応したことに伴う 

減額 

 

（2）余呉地域振興事業交付金                    △8,826 

［㊀］ 

15,000 →  6,174 

     市事業の進捗状況にあわせた減額 

 

挑２ 余呉湖周辺施設整備事業費           △1,094 

［財、起、㊀］ 

（1）余呉湖周辺施設整備事業費                  △1,094 

［財、起、㊀］ 

38,113 →  37,019 

       事業の進捗状況にあわせた減額 

 

 

 

 

 

 

 

港湾管理費 

 

△1,008 

(271,945) 

 

国         2,254 

 

繰     △300 

 

起    △2,700 

 

㊀      △262 

 

挑１ 大津港活性化・再整備基本構想実施方針策定事業    3,963 

［国、㊀］ 

      28,000 → 31,963  

花噴水を含む再整備に必要となる詳細な調査・設計等を行う 

ための増額                            

 

大津港活性化・再整備基本構想実施方針調査委託等  3,963 

 

 ２ 港湾施設改修費                 △3,000 

［繰、起］ 

      186,000 → 183,000 

   入札執行残に伴う減額 

 

      大津港のLED化に要する経費            △3,000 
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単位：千円 

事   業   名 
補正予算額 

(現計予算額) 

説                明 

 

［財源名］ 

 

補助土木施設災害復旧事

業費 

 

△510,118 

(676,855) 

 

国   △322,018 

 

起   △188,100 

 

 

 １ 補助土木施設災害復旧事業費           △510,118 

［国、起］ 

      676,855 → 166,737 

   本事業に該当する令和７年災が見込みより少なかったことに

伴う減額 

 

  令和７年発生災害 応急復旧分            △510,118 

 

 

 

 

 

 

単独土木施設災害復旧事

業費 

 

△50,000 

(50,000) 

 

起      △50,000 

 

 １ 単独土木施設災害復旧事業費            △50,000 

［起］ 

   50,000 → 0 

      本事業に該当する災害が発生しなかったことに伴う減額 

 

   令和７年発生災害 応急復旧分                 △50,000 

 

国直轄河川事業費負担金 

 

121,036 

(250,097) 

 

起    103,800 

 

㊀        17,236 

 

 

 １ 国直轄河川事業費負担金                       121,036 

［起、㊀］ 

250,097 → 371,133 

国の通知に伴う増額 
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